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本研究は，途上国の被災貧困コミュニティにおいて，住民の復興行動の背景にあり，直接には観測することが
困難な心理的な因子を明らかにすることを目的とする．そのために，2015年ネパール・ゴルカ地震の被災農村
コミュニティの家計を対象とした分析を行う．構造方程式モデルリングを用い，「復興行動」と「生活環境につい
ての関心や印象」などの観察可能な事実から，復興行動につながる観測不可能な「認知因子」を潜在変数とし
て抽出する．また，災害発生直後の応急期とその後の復旧期それぞれに対して上記の分析を行うことで，復興
過程における認知因子の変遷を示す．結果として，応急期は，生存可能性を保証するために重要と考えられる
少数の認知因子が抽出された．一方，復旧期は，認知因子が多様化し，「家計内の労働に対する信頼感」や「金
銭面での長期的な不安」などが現れることがわかった．これらの結果は，今後，期間毎の復興行動を促す効果
的な支援を検討する際の有用な知見になると考えられる．

Key Words : Perceived factors, recovery activities, transition, rural communities, the 2015 Gorkha
Nepal Earthquake

1. はじめに

復興過程において，被災コミュニティがレジリエンス

を発揮するには，コミュニティの適応力や抵抗力の重要

性が指摘されている（e.g., Adger, 2000 1); Norris et al.,
2008 2); Magis, 2010 3); Adger et al., 2013 4)）．被災

者を，受動的な被支援者としてではなく，能動的なアク

ターととらえ，その機能を活かすことが本質的である．

行動につながる因子としては，物的資本（e.g., Sawada
and Shimizutani, 2008 5)）や社会関係資本（e.g., Nak-
agawa and Shaw, 2004 6); Aldrich, 2012 7); Aldrich
and Meyer, 2015 8)）の他，当事者の心理的な要因も不

可欠である（e.g., Béné et al., 2016a 9), 2016b 10)）．

しかし，そのような心理的な要因は，信頼性や倫理的

な面から被災者に聞くのに適しておらず，調査が難し

い．復興過程における具体的な支援方法やその内容の

判断に資するためには，心理的な要因も含めたより具

体的な分析が必要である．とりわけ，世界における災害

の発生件数や被害額は途上国に集中し（Cabinet Office,
Government of Japan, 2015 11)），物的資源や資金が

乏しい貧困コミュニティは特に脆弱やコミュニティと

みなされている．これらのコミュニティの被災者の復

興行動メカニズムが理解できれば，今後の効果的な支

援の方法や内容を考える上でより意義深いものとなる．

そこで，本研究は，被災貧困コミュニティの被災者

が具体的に回答可能な事実から，復興につながる行動

（以下，「復興行動」と呼ぶ）の背景にある心理的な因子

を抽出することを試みる．具体的には，構造方程式モ

デルを用いることで観測不可能な心理的な因子が潜在

変数として抽出可能なことを示す．本研究では，2015
年ネパール・ゴルカ地震の被災農村コミュニティの家計

を対象に調査を行う．そして，住環境や人間関係，コ

ミュニティ内外部から支援などの財やサービス（以下，

「生活環境」と総称する）に対する関心や印象から構成

される，復興行動につながる心理的な因子（以下，「認

知因子」（perceived factors）と呼ぶ）を抽出する．以
上を通じて，貧困コミュニティの被災者の復興行動に

つながる認知因子の抽出と提案手法の適用性の検討を

行う．

以下，2.では，既往研究を整理し，本研究の位置づ

けと分析の枠組みを示す．3.では，対象地域とデータ

収集方法を示す．4.では，得られたデータの概要を示

す．5.では，構造方程式モデルによる推定結果を示す．

6.では，本研究の結論と今後の課題を示す．
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2. 本研究の考え方

(1) 既往研究の概要

構造方程式モデリング（structural equation model-
ing）は，パス解析と因子分析を組み合わせた手法である．
そのため，観測変数の他に，潜在変数も含む変数間の因

果構造が推定される（e.g., Hox and Bechger, 1998 12);
豊田, 1998 13); 2007 14)）．災害研究の分野では，レ

ジリエンス概念やその構成要素を観測の難しい変数と

みなし，構造方程式モデルによって潜在変数として抽

出することの有効性が近年指摘されている（e.g., FAO,
2016 15); d’Errico et al., 2016 16); 2017 17)）．例えば，

d’Errico et al. (2017)は，セネガルとモーリタニアの
家計を対象に，家計の「レジリエンス概念」およびその

「構成要素」を潜在変数として抽出する．構成要素の抽

出では，観測可能な各家計の客観的な変数を用いてい

るため，客観的な要素が抽出される．本研究は，各家計

の復興行動につながる測定不可能な因子の抽出に焦点

を絞り，構造方程式モデルを用いる．そして，d’Errico
et al. (2017)と異なり，被災者が回答可能な，生活環
境に対する関心や印象などの変数を用いる．これによっ

て，これらの変数によって構成される主観的な因子を

潜在変数として抽出することが可能となる．

一方，復興過程における生活環境への関心や印象など

の主観的な要素についての知見は，阪神・淡路大震災を対

象とした研究で多く蓄積されている．田村ら (2000) 18)

は，ワークショップを通じて，復興過程における生活環

境についての被災者の関心事を抽出している．その後，

田村ら (2001) 19)や，立木ら (2004) 20)，Kuromiya et
al. (2006) 21)，Tatsuki (2007) 22)による一連の研究は，

田村ら (2000) 18)の抽出した関心事が住民の生活復興

感に与えた影響を定量的に分析している．特に，立木

ら (2004) 20)や Tatsuki (2007) 22)は，構造方程式モデ

ルを用い，生活環境に対する関心や印象についての変

数から構成される，生活復興感につながる因子を抽出

している．ただし，これらの研究は，生活復興感のみを

対象としており，具体的な復興行動につながるかは明

らかにしていない．さらに，これらの分析は災害発生

から 5年以降の過程を分析するものであり，災害発生
直後の応急期や，ある程度生活が安定するまでの復旧

期を対象とするものではない．復興行動の背景を理解

するためには，応急期や復旧期を対象とした分析も必

要となる．本研究は，これらの期間を対象にすると共

に，応急期と復旧期の生活環境に違いがあることを考

慮し，各期の因果構造の推定を試みる．これによって認

知因子の変遷を明らかにできる．無論，住民の生活環境

への関心と復興行動それぞれの災害発生直後からの時

系列変化を把握する研究も存在する（木村ら, 2004 23);

Kimura, 2007 24); 木村ら, 2010 25)）．だが，これらの

研究は，生活環境への関心と復興行動の間の関係を定

量的に捉えるものではない．

なお，近年，「subjective resilience」やそれに近い概
念が主張され始めている（e.g., Nguyen and James,
2013 26); Béné et al., 2016a 9); Jones and Tanner,
2017 27); Jones et al., 2018 28)）．この概念は，主体

が，外的なショックやストレスに適応できる自身の能力

をどれほど認知しているかに着目するものである．こ

の認知度合いが主体の意思決定に大きな影響をもつと

考えられている．既存研究は，この概念に影響を与え

る因子（例えば，「risk perception」や「self-efficacy」，
「aspiration」，「confidence」など）の探求や概念の評価
法の提案などを試みており，主たる関心は災害発生前

の主体の能力の評価にある．

本研究は，実際の行動につながるメカニズムを理解

することにより，行動を促す効果的な支援内容の検討

に寄与することを目指すものであり，既往研究とは異

なるアプローチによるものである．

(2) 分析の枠組み

本研究では，各家計の復興行動の背景にある認知因子

の変遷を明らかにするため，災害直後から復興までの期

間を二つの期間に分ける．すなわち（1）災害直後にテ
ントや露天で一時避難生活をした応急期（以降，「フェー

ズ 1」と呼ぶ）と，（2）その後，仮設住宅や未修理の住
宅で生活をした復旧期（以降，「フェーズ 2」と呼ぶ）の
二つの期間を考える．修理や再建をした住宅での生活が

始まればフェーズ 2が終わるものとする．ここでは，各
フェーズにおいて，各家計が復興行動をとることで，家

計が経験するフェーズが短くなるものとする．換言すれ

ば，フェーズ毎の「復興行動の実現度合い」と「フェー

ズの短さ」を等価なものとみなす．

本研究では，フェーズ毎に，観測可能な各家計の「フ

ェーズの長さ」が，観測困難な「認知因子」によって

影響をうけるものとする．例えば，各家計のフェーズ

1を短くする認知因子として，「公共サービスに関する
ニーズの充足」が考えられる．ただ，「公共サービスに

関するニーズの充足」を調査で正確に観測または計量

することは難しい．そこで，本研究は，観測困難な「認

知因子」は，観測可能な複数の「関心事」（concernや
interest）によって構成されるものとする．別言すれば，
「関心事」は調査で回答を得ることが比較的容易であり，

この「関心事」を用いることで，復興行動につながる観

察困難な「認知因子」を推定できるものと考える．例

えば，「公共サービスに関するニーズの充足」という認

知因子は，調査で観測可能な「トイレに関するニーズ

の充足（トイレがあって助かった/なくて困った）」や
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図–1 本研究が想定する因果構造の概念図

「電気に関するニーズの充足（電気があって助かった/
なくて困った）」などを要素とし構成されうるものと考

える．以上をまとめると，本研究は，各「フェーズの長

さ」に影響を与える観測不可能な「認知因子」が，調

査で把握可能な「関心事」によって構成される構造を

考える．この因果構造の概念図を図－1に示す．

本研究は，構造方程式モデルを用い，上記の因果構造

を特定する．「各フェーズにおける関心事」と「各フェー

ズの長さ」が主な観測変数となり，潜在変数としての

「認知因子」が抽出される．

3. 調査概要

本章では調査対象地域とデータの収集方法の概要を

示す．

(1) 対象地域

調査対象地域は，2015年ネパール・ゴルカ地震で被災
した，バグマティ(Bagmati)州のカーブレ・パランチョー
ク (Kavrepalanchok)郡のバルサリ (Balthali)である．
震源地のゴルカとバルサリ間の直線距離は 100 km程で
ある．バルサリは主に山岳地に位置し，山間部の平地

や山を切り崩して作られた棚田が存在する場所もある．

棚田での農業とヤギや水牛を中心とした牧畜業が主な

産業である．山間部に立地するため，雨季になると道路

状態が悪化し，集落外へのアクセスが困難になる集落

もある．特に，ネオパネ（Neupane）集落（図－2）は

その傾向が強い．バルサリでは，レンガ造りの住宅がほ

とんどであったため，全半壊の被害を受けた住宅が多

い．バルサリの集落の中には 90%以上もの住宅が全壊
した集落があるとも言われている．被災直後はテント

や露天で生活した家計が多い．その後は，仮設住宅（図

－3）や被害の残る住宅（図－4）で生活をした家計が多

い．被災から 3年近く経った現在は，未だ仮設住宅や未

図–2 ネオパネ集落（著者撮影）

図–3 仮設住宅（著者撮影）

修理の住宅で生活する家計の他，修理や再建が完了し

た住宅で生活する家計（図－5）が混在し，家計間で復

興に差が見られる．なお，被災後，カリタス (Caritas)
というキリスト教系のNGO（Caritas Nepal, 2016 29)）

が，家畜や農作物を失った人々に家畜や作物の種を与

えるなどの仕事復帰のための支援をしたり，自家発電

用のソーラーパネルを支給したりしている．また，政

府も被災度合いに応じて住宅の修理や再建のための補

助金を支給したり，再建のための技術的指導をしたり

している．これらの支援を受けると共に，コミュニティ

メンバーの手助けを借り住宅再建が進められる（図－6

と図－7）．

(2) 調査方法

2017年 11月 30日から 12月 4日，および 12月 9日か
ら 10日に，バルサリの各家計を対象に訪問調査を行っ
た．各家計はランダムに選ばれた．ネパール語を母語

とする調査協力者が，調査票に記載の質問をネパール

語で行い，回答を得た．本分析に関連する調査票の質

問内容の概要は以下の通りである．

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集

 3



図–4 未修理の住宅（著者撮影）

図–5 再建住宅（著者撮影）

図–6 再建過程における基礎づくり（著者撮影）

（i）世帯属性

世帯人数や出稼ぎ人の人数，世帯構成，世帯主の

職業，世帯主の勤務地，世帯主の年齢，学齢期の

子どもの人数についての質問．

（ii）住宅の被害状況

住宅の被害程度に対する印象（「とてもひどい被

図–7 再建過程における骨組みづくり（著者撮影）

害」か「ある程度の被害」であったか）について

質問．

（iii）居住形態の変遷

地震発生から現在まで，どのような居住形態を，ど

れくらいの期間とっていたかについての質問．

（iv）復興過程における関心事

地震発生時からテント等での一時避難生活中の期間

（フェーズ 1）と仮設住宅での生活中の期間（フェー
ズ 2）それぞれの期間に，生活環境の中で，生活に
役立ったもの，なくて困ったものは何であったか

についての質問．それぞれ最大 6つまで挙げても
らった．それを挙げた理由も自由に述べてもらう

形式で質的なインタビュー調査も行った．

以上の調査により合計で n = 124件の回答を得た（回
答率 100%）．

4. 観測変数の概要

以上の調査で得られた回答を基に，分析に用いる観

測変数が定義される．本章では観測変数の概要を示す．

(1) 観測変数の定義

本分析で用いる観測変数は，「各フェーズの長さ」と

「家計属性と住宅被害の印象」と「各フェーズにおける

関心事」に関するものに大別される．「各フェーズの長

さ」と「家計属性と住宅被害の印象」に分類される各変

数名とその定義を表－1に示す．また，「各フェーズの関

心事」に分類される各変数名とその定義を表－2に示す．

(2) 観測変数の特徴

a) 各フェーズの長さ

フェーズ 1（変数「Phase 1」）とフェーズ 2（変数
「Phase 2」）に関する生存曲線（survival curve）（e.g.,
Collett, 2003 30)）をそれぞれ図－8と図－9に示す．本
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表–1 関心事以外の観測変数

変数名 定義

Phase 1 被災直後にテントや露天で生活していた期間の長さ（単位：日数）．

Phase 2 仮設住宅や未修理の住宅で生活していた期間の長さ（単位：日数）．

Region code 地域ダミー．ネオパネ（Neyupane）集落であれば 1，それ以外であれば 0．

Family member 世帯の総人数．

Family structure 世帯構成．核家族は 1，2世帯は 2，3世帯以上は 3，それ以外は 4．

Income variety
家計の収入源の多様性．農家のみは 0，自営業のみは 1，会社勤務のみは 2，公務員
のみは 3，2つ以上の収入源があれば各数字が足される（例えば，会社勤務と公務員
であれば 2 + 3 = 5）．

Farmer 農家ダミー．農家であれば 1，そうでなければ 0．

Inside village 村内収入源ダミー．村内にあれば 1，そうでなければ 0．

Outside village 村外収入源ダミー．村外にあれば 1，そうでなければ 0．

Age
世帯主の年齢．10代以下であれば 10，20代であれば 20，30代であれば 30，40代
であれば 40，50代であれば 50，60代であれば 60，70代であれば 70，80代以上で
あれば 80．

Children 学齢期の子どもの人数．

Damage impression 住宅被害の印象．ほとんど被害がないは 1，ある程度の被害は 2，深刻な被害は 3．

0.00

0.25

0.50

0.75

1.00

0 20 40 60 80 100 120
Time

P
ro

b

図–8 フェーズ 1に関する生存曲線

研究においては，生存曲線は「家計が t日間以内に当該

フェーズを終える確率」を意味する．なお，調査時点

で未だフェーズ 2を終えていないサンプルが存在する．
このようなサンプルは「右側で打ち切りを受けている

（right-censored）」と呼ばれ，図－9では打ち切り発生

時点に「+」のマークが打たれている．生存曲線はカプ
ラン・マイヤー推定値（Kaplan-Meier estimate）を用
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図–9 フェーズ 2に関する生存曲線

い描かれている．

図－8から，約 10日以内に半数の家計はフェーズ 1
を終え，約 100日以内には概ね全ての家計がフェーズ
1を終えたと推定される．一方，図－9から，約 500日
以内に半数の家計はフェーズ 2を終えたものの，900日
程経っても 4割弱の家計はフェーズ 2を終えなかった
と推定される．
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表–2 関心事に関する観測変数

変数名 定義

Water j

フェーズ j ∈ {1, 2} における水への関心（interestや concern）．水があって助かっ
た場合は 1，何も気にしていなければ 0，なくて困った場合は−1 (以降の変数は全
てこの定義に従う)．

Electricity j フェーズ j における電気への関心．

Transportation j フェーズ j における交通（外出や買い物）への関心．

Telecommunication j フェーズ j における通信（友人や親族への電話やラジオの視聴）への関心．

House j フェーズ j における住宅への関心．

Food j フェーズ j における食料への関心．

Cloth j フェーズ j における衣服への関心．

Cash j フェーズ j におけるお金への関心．

Health j フェーズ j における健康や医療への関心．

Sanitation j フェーズ j における公衆衛生（トイレ）への関心．

Livestock j フェーズ j における家畜への関心．

Land j フェーズ j における土地，農地への関心．

Gov. assistance j フェーズ j における政府による支援への関心．

NGO assistance j フェーズ j における NGOによる支援への関心．

Community assistance j フェーズ j におけるコミュニティによる支援への関心．

Village recovery j フェーズ j における村全体の復旧への関心．

School j フェーズ j における学校への関心．

Festival j フェーズ j における祭りへの関心．

Knowledge j フェーズ j における地震リスク（余震や耐震建築）の知識への関心．

b) 家計属性と住宅被害の印象

表－1の内，家計属性と住宅被害の印象についての各

変数の記述統計を表－3に示す．9割近い家計が農家で
あり，全ての家計が住宅被害の印象として「ある程度

の被害」か「深刻な被害」があったと回答している．

c) 各フェーズにおける関心事

フェーズ 1と 2での各関心事についての回答内訳をそ
れぞれ図－10と図－11に示す．各図の赤色バーが「な

くて困った」回答割合，黄色バーが「何も気にしてい

ない」回答割合，青色バーが「あって助かった」回答割

合を意味する．

図－10が示すように，フェーズ 1においては，半数
以上の家計が，住宅がなくて困ったと回答している．一

方，約半数以上の家計が，水や食料，コミュニティに

よる支援があって助かったと回答している．また，図－

11が示すように，フェーズ 2においては，半数以上の
家計が，フェーズ 1同様，住宅がなくて困ったと回答
している．一方，半数以上の家計が，NGOによる支援
があって助かったと回答している．

5. 推定結果

上記の観測変数を用いて得られた結果を図－12と図

－13に示す．図－12はフェーズ 1の推定結果，図－13

はフェーズ 2の推定結果である．係数は最尤法により
推定され，全て標準化されている．各図の係数のアス

タリスクは「***で 1%，**で 5%，*で 10% の各水準
で有意」なことを意味する．また，各図の四角で囲ま

れた変数が観測変数を表し，楕円で囲まれた変数は潜
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表–3 家計属性と住宅被害の印象についての観測変数

変数名 Min Mean Max SD

Family member 1 5.05 14 2.31

Family structure 1 1.61 4 0.75

Income variety 0 1.05 5 1.14

Farmer 0 0.84 1 0.37

Inside village 0 0.94 1 0.25

Outside village 0 0.38 1 0.49

Age 20 47.5 80 15

Children 0 1.07 4 1.05

Damage impression 2 2.68 3 0.47

図–10 フェーズ 1における各関心事についての回答内訳

在変数を表す．丸で囲まれた「e1」などは誤差項を意
味する．各フェーズについて，全体的なモデルの適合

度指標 RMSEA，GFI，CFI，カイ二乗値はそれぞれ
「acceptable fit」（豊田, 1998 13)）な範囲にあることを

確認した．なお，因果構造の推定では，適合度指標を

参照する他に，調査において追加的に行った住民への

インタビュー調査の回答を用い，潜在変数の意味解釈

が可能な構造を最終的に採用した．また，フェーズ 2
の分析では，右側打ち切りを受けているサンプルの真

のフェーズ 2の長さが分からない．そのため，フェー
ズ 2を既に終えたサンプル n = 81件（サンプルの内の
65%）に対象を絞り推定を行った．打ち切りを考慮した

図–11 フェーズ 2における各関心事についての回答内訳

推定は今後の課題となる．

(1) フェーズ 1

フェーズ 1では，3つの潜在変数の存在が示唆され
た．以下，それぞれについて説明する．

まず 1つ目（図－12で「Necessities」とラベルされ
た潜在変数）は NGOからの支援への関心の他，衣服
と食料への関心よって構成される潜在変数である．こ

れらの観測変数は潜在変数に正の影響をもつ．よって，

この潜在変数は「生活必需品に対するニーズの充足」で

あると考えた．

2つ目（図－12で「Work」とラベルされた潜在変数）
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図–12 フェーズ 1の推定結果

は収入源が村内であること，農家であること，家畜への

関心によって構成される潜在変数である．そのため仕

事に関連する潜在変数であると考えられる．この潜在

変数に対し，NGOによる支援への関心と家畜へ関心が
負の影響をもつ一方，収入源が村内であることと，農

家であることが正の影響をもつ．よって，「農業をはじ

めとした生業の継続可能性に関する不安」であると考

えられる．インタビュー調査では，NGOによる支援と
して，農家に必要な家畜や作物の種の支給があったこ

とが報告されている．本推定結果は，これらの支援に

よって生業の継続可能性に関する不安が大きく取り除

かれた状況を表すと考えられる．

3つ目（図－12で「Service」とラベルされた潜在変
数）は健康や医療への関心と行政による支援への関心

によって構成される潜在変数である．よって，公共サー

ビスに関連する潜在変数であると考えられる．健康や

医療への関心と行政による支援への関心が潜在変数に

負の影響を及ぼすことから，「基本的人権に関する公共

サービスへの不満」を意味する潜在変数であると考え

られる．インタビュー調査では，地震発生直後，病人

や怪我人が多数いたものの，十分な医療サービスが受

けられなかったことが報告されている．一方，行政に

よる支援の存在はほとんど報告されていない．このこ

とから，本推定結果は生死にかかわる基本的人権の保

護に対する不満が高まった状況を表すと考えられる．

以上の潜在変数の内，「生活必需品に対するニーズの

充足」と「生業の継続可能性に関する不安」がフェー

ズ 1の長さに大きな正の影響を及ぼしている．これは
生活必需品に対するニーズの充足度合いが増加するこ

とによって，家計が一時避難先においても安定的な生

活を営み，野外やテントでの生活が長期化する状況を

表していると考えられる．また生業を続けていけるか

というこれからの生活に対する不安が，仮設住宅での

生活へ移行する上で大きな障害となっている状況を表

していると考えられる．本推定結果は，フェーズ 1の
長さが決まる背景に以上のような構造が存在すること

を示唆する．

(2) フェーズ 2

フェーズ 2では，6つの潜在変数の存在が示唆され
た．ただし，図－13で「Family」とラベルされた潜在
変数は家計属性に関する観測変数のみから構成される

潜在変数である．本研究は，認知因子に関心があるた

め，観測可能な関心事から構成される潜在変数に焦点

を絞り詳細を説明する．

まず 1つ目（図－13で「Service」とラベルされた潜
在変数）は，公衆衛生（トイレ）や電気，医療への関心

から構成される潜在変数である．よって，公共サービ
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図–13 フェーズ 2の推定結果

スに関する潜在変数であると考えられる．これらの観

測変数が潜在変数に負の影響を及ぼしているため，「公

共サービスへの不満」を意味する潜在変数であると考

えられる．インタビュー調査では，公衆衛生（トイレ）

や電気があって助かったという回答が一定割合存在し，

公共サービスに対する不満が解消されたものと考えら

れる．一方，医療サービスが受けられなくて困ったと

いう回答も一定割合存在し，公共サービスに対する不

満を増加させたものと考えられる．

2つ目（図－13で「Labor」とラベルされた潜在変数）
は，村全体の復旧への関心の他，世帯の総人数，農家

であること，収入源が村内にあることなどよって構成

される潜在変数である．よって，労働力に関する潜在

変数であると考えられる．この潜在変数に対して，村

全体の復旧への関心が負の影響をもつ．よって，「家計

内の労働力に対する信頼」であると考えられる．イン

タビュー調査では，村全体が復旧過程にあり，家の修

理や再建を手伝ってくれる人が不足して困ったという
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回答が存在した．本推定結果は，人手不足によって家

計内の労働力に対する信頼が向上したことを表すもの

と考えられる．

3つ目（図－13で「Money」とラベルされた潜在変
数）はコミュニティによる支援への関心と政府による支

援への関心によって構成される潜在変数である．この

潜在変数に対して，コミュニティによる支援への関心

が負の影響をもち，政府による支援への関心が正の影

響をもつ．本研究では，この潜在変数を「金銭面での長

期的な不安」を意味する変数であると考える．インタ

ビュー調査では，政府からの支援を受けるには様々な手

続きを要し，現金を得づらい一方，コミュニティからの

支援は直ぐに手に入り，現金を得やすい傾向にあるこ

とがわかった．そのため，政府からの支援があっても，

すぐに現金が手に入る訳ではなく，修理や再建の資金

を工面したり貯蓄したりする必要があり，金銭面で長

期的な不安を持たなければならない．一方，コミュニ

ティによる支援は現金がすぐに手に入るため，金銭面

で長期的な不安をもたずに済むものと考えられる．以

上から得られた潜在変数を「金銭面での長期的な不安」

と解釈した．

4つ目（図－13で「House」とラベルされた潜在変数）
は住宅への関心と住宅被害の印象によって構成される

潜在変数である．そのため，住環境に関する潜在変数

であると考えられる．この潜在変数に対し，住宅被害

の印象は正の影響をもち，住宅への関心は負の影響を

もつ．よって，「住環境への不安」を意味する潜在変数

であると考えた．

5つ目（図－13で「Necessities」とラベルされた潜在
変数）は，NGOによる支援への関心の他，食料や土地，
家畜への関心によって構成される潜在変数である．よっ

て，生活必需品に関する潜在変数であると考えられる．

この潜在変数に対し，各観測変数が正の影響をもつこ

とから，「生活必需品に対するニーズの充足」を意味す

る潜在変数であると考えられる．本推定結果は，家計

が，NGOからの供給される作物の種や家畜，および自
らの土地や家畜を用いることで，食料や収入を継続的

に得られる状況を意味するものと考えられる．

以上の潜在変数は全てフェーズ 2の長さに正の影響
をもつ．特に，「家計内の労働力に対する信頼」（図－13

で「Labor」とラベルされた潜在変数）は大きな影響を
もつ．これは，住居の再建や修理を手伝うことが可能な

家計構成員の存在によって，家計は住宅再建を喫緊の

課題と考えていない状況を表すものと考えられる．ま

た「生活必需品に対するニーズの充足」も同様に，現

状の生活に満足し，すぐに住宅再建や修理をする必要

はないと考える状況を表すものと思われる．また，「公

共サービスへの不満」（図－13で「Service」とラベルさ

れた潜在変数）や「金銭面での長期的な不安」（図－13

で「Money」とラベルされた潜在変数），「住環境への不
安」（図－13で「House」とラベルされた潜在変数）と
いった不安や不満は，復興行動の実現を阻害する要因

になっていることを意味する．本推定結果は，フェー

ズ 2の長さが決まる背景に以上のような構造が存在す
ることを示唆する．

6. おわりに

本研究は，途上国の被災貧困コミュニティの住民の

復興行動の背景にある心理的な要因（認知因子）とそ

の変遷を明らかにすることを目的としている．具体的

には，2015年ネパール・ゴルカ地震の被災農村コミュ
ニティの家計を対象に現地調査を行った．復興過程を

災害発生直後の応急期とその後の復旧期に分け，構造

方程式モデルを用いることで，各期間の家計の復興行

動に影響を与える認知因子を潜在変数として抽出した．

図－12と図－13から得られた各期間の潜在変数とし

ての認知因子を時系列にまとめると，図－14に示す通

りとなる．テント等での一時的な避難生活をする応急期

（フェーズ 1）の家計の復興行動の背景には，「生活必需
品に対するニーズの充足」（「Necessities」）や「基本的
人権に関する公共サービスに対する不満」（「Service」），
「生業の継続可能性に関する不安」（「Work」）が存在す
ることがわかった．被災直後では，復興行動につなが

る心理的な要因はある程度絞られ，どれも生存可能性

を保証するために重要なものであるといえる．さらに，

一時避難生活を終え仮設生活を始める復旧期（フェー

ズ 2）に入ると，復興行動の背景にある心理的な要因
は多様化することがわかった．例えば，「家計内の労働

に対する信頼」（「Labor」）や「金銭面での長期的な不
安」（「Money」），「住環境への不安」（「House」）が新
たに現れる．この一方で，「生活必需品に対するニーズ

の充足」（「Necessities」）や「公共サービスへの不満」
（「Service」）は，応急期だけでなく，復旧期でも見られ
た．これらの心理的な要因は，居住形態の変化に関わ

らず長期に継続するものであることが示唆される．以

上が，対象地域での復興過程における認知因子の変遷

といえる．そして，各期間で，上述の心理的な要因に

上手く対応した家計が仮設生活を早く終えることがで

きたと考えられる．貧困コミュニティにおける家計の

復興行動の背景にある心理的なメカニズムを具体的に

明らかにしたことは，今後，期間毎の効果的な支援内

容の検討に寄与するものであると考える．なお，因果

構造の推定において，定量的なモデルの適合度指標に

加え，定性的なインタビュー内容を補完的に用いるこ

とで，認知因子の内容の信頼性をより高めたといえる．
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図–14 認知因子の変遷

以上から，本研究は，災害研究の分野において構造方

程式モデルによる量的な調査法とインタビューによる

質的な調査法を補完的に用いる方法論を構築するため

の嚆矢の一つとなったと考える．

一方，既述の課題に加え，本研究はいつくかの課題

を残す．第一に，本研究はバルサリ（Balthali）という
一つのコミュニティを対象とした分析を行った．貧困

コミュニティについてのより一般性の高い結論を導く

ためには，今後，別のコミュニティを対象とした分析

が必要となる．第二に，本研究は復興行動のメカニズ

ムを明らかにすることに関心を絞った．新たな支援や

生活環境の改変が復興行動につながるかを実証的に示

すことが今後の課題となる．
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